
特集・会計学の将来

─ 14 ─

は じ め に

　近年，SDGS多様性価値創造時代を迎え，グ
ローバルワイドで企業の持続的発展と企業，人

間，社会のあり方が問われるようになった。こ
のような時下の経営環境の変化を受けて，企業
会計研究も新たなパラダイムへの転換期を迎え
ようとしている。本稿では，「人的資源会計」
という側面から会計研究の過去・現在の一扇面
を特徴づけ，それを踏まえてその将来を論じよ
うとするものである。
　本稿において，とくに人的資源会計を取り上
げようとする背景には，次の２点がある。
　第１に，企業のイノベーションの源泉として
の人的資源（人材）の重要性である。わが国経
済の国際競争力を強化するためには，ヒト（人
材），モノ（生産手段），カネ（金融），ワザ
（技術），チエ（経営力）の各要素の連携が強く
求められる。なかでも少子高齢化時代では限ら
れた人的資源をいかに有効かつ戦略的に活用す
るかが肝要になり，それを企業の経済価値の創
出と関連づけ，経済価値の測定・ 伝達を行うシ
ステムを構築することが会計の新たな課題とし
て注目されなければならない。従来の会計の議
論では有形・金融資源に焦点を置き，物的効率
性や金融投資コストの側面を強調するあまり，
人材やブランド，ネットワークなどの無形価値
のもたらすベネフィットの重要性をとかく軽視
する傾向にあった。なかでも人的資源について
合理的な評価・伝達システムの構築は，半世紀
以上にも及ぶ企業会計の挑戦であったが，いま
だ合意ある理論・制度は確立されていない。
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～70年代にかけてはアカデミックス，プロフ
ェションともに HR評価額の資産計上への関
心が高まり，ミシガン大学グループによる
HRA協会設立など HRA研究も拡充・発展し
ていった。HRA情報の投資意思決定への影
響，また経営者の意思決定への影響に関する
研究も70年代から活発となり，理論研究，実
証研究にも強い関心が向けられた ⑶。しかし，
HRバリューの測定の困難性は克服されず，
80年代にかけて HRAの資産計上への熱気も
徐々に下火になっていった ⑷。
⑵ 　「HRA停滞・再生期（1980年代）」：70年代
から80年代にかけて HRAへのアカデミック
スの関心は失われるようになった。その１つ
の理由は，比較的イージーな研究はこれまで
ほぼやり尽くされており，残されたタフな研
究のみが数少ない研究者に委ねられたことに
あった ⑸。このような中で新たに注目される
ようになったのは，ユーティリティ分析ない
し理論（utility analysis/theory）であった ⑹。
70年代以降，HRA研究に対して新鮮かつド
ラマチックな影響をもたらしたのは心理学な
どの他分野の研究者（Schmidt, Boudreau等）
であった ⑺。 

　ユーティリティ分析は，主に採用活動やト
レーニング活動などにおいて企業全体の業績
への影響に対して，人的資源に関する各活動
の財務的成果を分析するのに用いられ，
HRAにおいても70年代までの HR資産モデ
ルから脱却して代替的アプローチが求められ
ていた。たとえば，その後のユーティリテ
ィ・アプローチのリーダー Cascio（2000）
は，従業員の行動の経済的影響に注目し，資
産アプローチではなく費用モデル（expense 

model）を支持している ⑻。
⑶ 　「HRA転換期（1990年代～2000年代初頭）」
：1980年代後半から90年代にかけて HRA研
究は大きな転換点を迎えた。産業型ハード経
済からポスト産業型ソフト経済への経済基盤

　第２に，人的資源会計に対する意欲的な学術
研究の取組みと豊富な研究データの蓄積の必要
性である。人的資源の重要性は60年代から認識
されたが，10年ぐらいの人的資源会計研究の繁
栄期を経て，停滞期に入り多くの会計研究者の
関心が離れていき，その後転換期を迎えたが，
大きな進歩が見られなかった。とくに，欧米と
比べ，日本の人的資源会計の研究は少ない。そ
れは決してこの研究は重要ではないわけではな
い。さまざまな原因が存在している。現在ビジ
ネスの世界では，CSR，SDGsなどの提唱によ
り，新しい価値観が広がり，また情報技術の革
新により，会計にも大きな変化をもたらしてい
る。これは将来の人的資源会計研究にはどのよ
うな意義を持つかも興味深い問題である。
　このような背景のもとで，以下では人的資源
会計のこれまでの展開と現状の一端を手がかり
に，会計研究の将来を論じてみたい。

Ⅰ　人的資源会計の歴史的展開とフレー
ムワーク

　人的資源会計（Human Resource Accoun-

ting ;  以下，HRAと略す）とは，広く「組織資
源としての人材のための会計」であり，組織へ
の人材のコストとバリューの測定および開示シ
ステムである ⑴。それは単なる実践上の方法論
にとどまらず，フォーマル組織での人材マネジ
メントに関する考え方やアプローチにも大きな
影響をもたらすものである。
　まず，これまでの人的資源会計の歴史的展開
の概要をレビューし，その特徴のいくつかを浮
き彫りにすることから始めたい。現在までの人
的資源会計の歴史的発展は，大きく次の４つに
区分される ⑵。
⑴ 　「HRA生成・発展期（1960年代～70年代）」
：64年 Hermansonによる HRAの最初の本
格的研究がスタートし，60年代末の R. G. 

Barry Corporationが貸借対照表補足情報と
して人的資源（HR）を公表するなど60年代
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登場することになった HRAは，企業会計の
発展に対応して対内的には経営者の組織管理
目的のために，また対外的には投資者の企業
価値評価目的をもつ ⒀。

② 　「対象」について，従来，経営資源として
のヒト，モノ，カネのなかで，会計対象とみ
なされてこなかったヒトに注目し，その認識
測定の可能性と人的情報開示の透明化を目指
す。
③ 　その背景となる「経済基盤」について，20
世紀型産業経済から，金融，さらには知識情
報型ナレッジ経済への経済基盤の移行ととも
に，技術力やマーケティング力など技術やノ
ウハウなどが一層重視されるようになり，人
材を単なる労働力ではなく，「知的資源 =知
的資産」として再認識する。
④ 　対象の属性変化とともに，「測定モデル」
も実物財を対象として，その投資インプット
評価モデル（コストモデル）から，無形財
（人材）への投資のアウトプット評価モデル
（バリューモデル）へと重点シフトが図られ
る。
⑤ 　情報の「開示ツール」においても，アニュ
アルレポート等企業報告による財務情報主
体・非財務情報補足による伝統型開示モデル
から，非財務情報を取り込んだ財務・非財務
統合型モデル，さらにはビッグデータや AI，
オンライン・ネットワークを活用した企業の
包括的情報システムの構築を視野に入れた開
示のあり方が可能になる。
　これより，HRAについて，目的・視点（パ
ースペクティブ）の側面から，「対内的視点・
内部管理目的」と「対外的視点・企業価値評価
目的」の２つに区分され，また測定・評価につ
いて，「認識測定アプローチ」と「情報開示ア
プローチ」の２つに区分できる ⒁。Olsson, 

2005, 6-7 ;  Johanson et al., 1998）。これより，
①「内部管理目的─測定評価モデル」，②「内
部管理目的─情報開示モデル」，③「企業価値

の移行に伴い，企業価値の主役も設備・機械
のハード資源から人的資源や知的財産といっ
たソフト資源へとシフトするようになり，人
的資源を人的資本としてインタンジブルズの
一環に位置づけ，その重要性が強く主張され
るようになった。Sveiby, Edvinsson, Stewart

等のスカンデイナビア学派や OECD並びに
ECによる知的資産の活用と情報開示の研究
が積極的に促進された ⑼。 

　しかしながら，Flamholtz（1999）が総括
するように，「不幸にも，会計（財務および
管理会計）はこの環境変化に対応しなかっ
た。会計パラダイムとそれに関連した測定テ
クノロジーは経済的基盤の移行に対応するよ
うに概念の再構築を図ることはできなかっ
た」 ⑽。同様に，Arkan（2016）もまた，「こ
れらの研究にもかかわらず，HRAの実践的
適用に向けての挑戦への解決策は依然として
見つかっていない」 ⑾。このように，インタ
ンジブルズとしての HRAは，測定評価アプ
ローチにおいても新たなパラダイムを構築す
るには至っていない。
⑷ 　「HRA 多様性価値創造 /AI時代（現在～近
未来）」：近年，企業を取り巻く経済社会環境
の側面では，国連の SDGS多様性価値創造
が叫ばれ，他方，技術的側面では，ビッグデ
ータとそれを活用する AIなど経営環境が著
しく変容することが予想される。このような
現・近未来の社会変化を見据えて HRAがい
かに環境変化に対応し，新たなコンセプトと
思考を構築することができるか，新たな苦悩
と挑戦が始まろうとしている ⑿。

　以上の歴史的レビューを踏まえ，伝統的会計
との対比を意識しつつ，HRAの特徴を整理す
れば，次の通りである。
① 　「目的」について，伝統的には人的資源に
関する会計は広く企業会計の一部として経営
管理者や会計専門家の中で明確な目的観や会
計観も意識されることはなかったが，新たに
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間の知的・物理的・創造的活動のアウトプット
として産出されたビジュアルな表示物（例え
ば，文書など）インタンジブルズ資産の資産認
識を行おうとするものである ⒄。例えば，マー
ケティングにおけるブランドは，このような法
的に裏付けられた人工表示物をなし，IAS38の
インタンジブルズ資産の分離可能性に加えて，
他の２つの資産認識要件を満足するという ⒅。
人的資産に対するインプットではなく，アウト
プットの側面に焦点を置くアプローチであり，
それが産出する人工的創作物の無形資産価値を
評価しようとする発想に立つ。その具体的規準
として，「資産のコントロール権」，「資産の将
来的利用権」，「資産の担保権」，「（資産の処分
を含む）移転能力」など詳細な要件を提示して
いることから，その発想は「財産権アプロー
チ」とも類似している ⒆。

２．インタンジブルズとしての人的資源の資
産認識は可能か

　確かにインタンジブルズ資産擁護者によれ
ば，知識創造社会ではインタンジブルズが資産
として認識されなければ，投資者は企業価値
（株式価値）をシステマテックに過小評価し，
ミスリードするかもしれない ⒇。それに対して，
Skinner（2008）は，貸借対照表はもともと企
業価値評価のベースをなすように企画されてい
ないこと 21,しかも，大部分のインタンジブル
ズは分離困難であり，売却し別個に区分けする
ことはその特性上できず，資産認識の要件を満
足しないと反論する 22。第１に，ブランドなど
大部分のインタンジブルズは本源的に企業の残
余価値と不可分関係にあり，これらの価値は多
くの異なった諸活動や支出の結果もたらされた
ものであることから，これらの資産に付随した
コストを個別に把握することはできない。第２
に，独立して把握される知的財産権も多くの有
形資源や金融資源と不可分に結びついているこ
とから，これらは多くの場合，資産計上するこ

評価目的─認識測定モデル」，および ④「企業
価値評価目的─情報開示モデル」の４類型が考
えられる。以下では，この類型化モデルに基づ
き，HRAの役割と課題を探ってみたい。

Ⅱ　「対外的パースペクティブ──認識
測定モデル」と「対外的パースペク
ティブ──情報開示モデル」

１．資産負債オンバランス会計か費用処理オ
フバランス会計か

　投資意思決定のための対外的パースペクティ
ブ・企業価値評価目的として HRAを活用しよ
うとする場合，人的資源投資額をその発生時の
費用としてオフバランス処理するか，貸借対照
表上に資産としてオンバランスするかの認識問
題は，企業会計の最も根幹的かつ困難な論点で
ある。1960年代以降，認識をめぐる議論の要旨
は次の通りである。
　伝統的には，対象物が資産として認識される
ためには，事業体から分離可能であり，将来の
経済的便益が高い発生可能性と信頼性ある測定
可能性の要件を持たなければならない（IASB 

2012）。人的資源や無形財は，その特性上，こ
れらの認識要件を満足することはできず，資産
として認識されない ⒂。
　従来，人的資源は企業が法的に所有し，コン
トロールすることができず，また，保守主義の
もとで人材の採用，雇用，訓練および開発に伴
う支出は，将来の経済的便益との結びつきが不
確定であり，通常，資産としてではなく，費用
処理される ⒃。将来的便益のために費消された
人的資源コストは，一般に費用として処理さ
れ，経済的便益が将来期間に関連づけられる部
分についてのみ，資産として計上される。
　「人的資源＝費用説」に対して，Tollington

等は代替的アプローチとして「人工物基準によ
る資産認識規準（artefact-based asset recogni-

tion criterias）」を提示する。これは，人的資源
への投資というインプットの側面ではなく，人
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い，HRDの社会的，財務的効果を評価しよう
とするものである 25。
　HRDプログラムは，従業員の仕事，業務割
当，監督などの性格の構造変化を生み出し，そ
れをより挑戦的な労働環境の生成へと刺激づ
け，個人相互間を指向したプログラムとも連携
し，従業員を新たな労働環境に向けて統合化さ
せ，それが従業員のモチベーションの高揚，個
人的成長や満足，平穏・安寧など肉体的・精神
的安らぎへと導くなど，社会的オリエンテッド
な目的とともに，その結果として労働生産性の
向上や欠勤減少などによるコスト削減という財
務的効果・目的をもつ 26。このようなM&Mの
HRDプログラムの分析フレームワークは，下
記の「図１」に示されている。この図より，同
プログラムがコスト，有効性及び統合化の３つ
のモデルから構築されていることが示されてい
る。
　ここで，HRDプログラムのコスト及びベネ
フィットをいかに測定評価するかが重要であ
る。まず，コストの評価では，従業員への投資
コストは当該期間を超えてベネフィットをもた
らす意味で企業への価値（バリュー）と見る見
方，投資支出を資本化処理して将来的投資を刺
激する方法，投資対象としての個人差を考慮し
た経済的価値で評価する方法など測定をめぐる
議論の混乱の中で，投資支出額をコストとして
コストベネフィット分析のベネフィットとの比

とは困難であろう。第３に，インタンジブルズ
の経済的特性上，処分可能なセカンドマーケッ
ト（中古市場）を求めることは困難であること
から，信頼可能な測定は得られがたい 23。
　これらの議論は，人的資源についても当ては
まることであろう。Tollingtonの「法的に裏付
けられた人工的加工物」説について，分離可能
性の要件が物理的・形態的に企業価値から分離
可能であるにせよ，本質的・実質的には企業価
値とは不可分の関係にあるとみれば，資産認識
要件の緩和は容易ではないであろう。

Ⅲ　「対内的パースペクティブ──測定
評価モデル」と「対内的パースペク
ティブ──情報開示モデル」

１．人的資源開発プログラムとコストベネフ
ィット分析

　「内部管理目的─対内的パースペクティブ」
に立つ測定評価モデルとして，人的資源のユー
ティリティ分析やコストベネフィット分析など
がある 24。ここでは，人的資源開発プログラム
のコストベネフィット分析を取り上げ，その特
徴と課題を考えてみたい。Mirvis & Macy

（1976 ;  以下M&Mと略す）の人的資源開発
（Human Resource Development :  HRDと略す）
プログラムのコストベネフィット分析は，学際
的アプローチによってコストモデルと有効性モ
デル，及びコストベネフィット比較分析を行

図１　HRDプログラムのコストベネフィット・モデル

（出所）　Mirvis, P.H. and B.A. Macy, (1976), P. 181, Fig. 1 より引用
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側面をもつ（財務的・短期的視点と非財務
的・長期的視点のとバランス）。

３．コストベネフィット分析とバランスドス
コアカード─共通点とジレンマ

　コストベネフィット分析（CBA）もバラン
スドスコアドカード（BSC）もともに広く経営
者の意思決定に役立てようとする点では共通で
ある。前者は人的資源開発プログラムのコスト
効率性や有効性について，測定値を提供しよう
とするのに対して，後者は財務と非財務の４つ
の視点からそれぞれ目標値（ゴール）と測定値
を対比する形で体系的かつ均衡的に表示・伝達
しようとする。ともに財務と非財務的測定を取
り込む点では，財務的測定にのみ焦点を置く伝
統的会計モデルや伝統的 CBAとは相違する。
　CBAも BSCも非財務的項目について統一的
に評価測定することは困難である。CBAでは，
従業員の満足度や成長度，組織への適用具合な
ど社会的目標に対して経済的価値を割り当て，
財務的ゲインの最適化を図ることは困難であ
る 30。学際的アプローチによっていかに多種多
様なデータが得られたにしても，それは人的資
源開発プログラムの可能範囲を意思決定者に提
示するにすぎない。CBA導入の本来の理念が
財務的データに限定されない文化的目標の評価
測定にあることから，財務的数値による統一的
適用方式は望むべくもない 31。
　BSCの場合もまた同様である。Kaplan & 

Norton（1992）に提唱された BSCは大企業の
ユーザーを対象とするものであり，非営利組織
や中小企業の利用は意図されていない
（Johanson, et al., 2006, 847.）。しかしながら，
営利目的と非営利目的，大企業モデルと中小企
業ユーザーを対象とするビジネスやサービス内
容は同じではないので，事業の規模や内容等に
即して当初のオリジナルモデルも修正されなけ
ればならない。Johanson等が指摘するように，
ここでも万能（’One-size-fi ts-all’）モデルはあり

較を行っている 27。
　他方，HRDプログラムのベネフィットサイ
ドについては，大きく財務的ベネフィットと社
会的ベネフィットに区分し，前者については生
産力の向上による利益，欠勤削減によるコスト
節約など貨幣表示が比較的容易であるが，社会
的ベネフィットは，心理学や社会学，エンジニ
アリングなど学際的測定にならざるを得な
い 28。その意味で，このコストベネフィット分
析は，学際的アプローチである。

２．人的資源管理ツールとしてのバランスド
スコアドカード（BSC）の特徴とディレ
ンマ

　同じく「内部管理目的─対内的パースペクテ
イブ」に立つが，評価測定よりの経営者戦略ツ
ールのためのレポーティングの側面を重視する
ものとして，バランスドスコアカード（以下
BSCと略す）がある。その特徴的側面をごく
大まかに纏めるとすれば，次のとおりであ
る 29。
⑴ 　目的として，BSCは企業の戦略的ポジシ
ョンのための会計を追求すること，すなわ
ち，市場における戦略的ポジションを獲得
し，維持する経営者の試みを支援しようとす
ることである。個々人に伝達され共有された
戦略は，最終的には事業全体の戦略の達成に
資するものでなければならない（ビジョン・
戦略指向性）。
⑵ 　そのための測定アプローチとして，財務的
パースペクティブと３つの非財務的パースペ
クティブ（顧客，内部事業プロセス及びイノ
ベーション・改善）との測定値間でバランス
をとらなければならない。したがって，BSC

モデルの特徴として，企業の短期的財務的業
績を追求しつつも，事業の潜在能力と将来的
業績の成長力としてのインタンジブルズ資産
を継続的にモニタリングするという財務的短
期的業績と非財務的長期的成長性との２つの
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accounting，HCA）など様々な用語が使われて
いたのは，それぞれの用語が人的資源の価値を
異なる視点から認識，測定，報告していること
を反映している。例えば，HAAは資産価値の
測定を目指すことであり，HRAは特定な人的
資源管理プロセス（例えば，トレーニングや人
材採用など）によって生じるパフォーマンスの
変化を金銭的価値で定量化することを目的とし
ている。HRCRは人材に対する投資（コスト）
と効果を損益計算書に明確にし，マネジメン
ト・コントロールを改善する目的を反映してい
る。HCAは知的資本の研究の一環として，バ
ランスドスコアカードや戦略マップなどのフレ
ームワークを活用して，ソフトな数値（ハード
な数値としての財務数値に対して）によって，
人的資産の構成要素を測定・開示することが特
徴づけられる（Roslender 2007）。これらの用
語の出現は人的資源の概念の複雑さを表してい
る。
　留意すべき点は，日本では人的資源会計の研
究（少なくとも英文で世界に発信するもの）は
極めて少なく，英文論文のように，測定の視点
から，HAA，HRA，HRCR, HCAなど多種の用
語の区分がみられない。この論文の中での人的
資源会計は専ら従来の財務会計において，資産
負債計上の議論に焦点を置いてきた人的資源会
計と異なり，英文論文の中での HRAとも異な
る。つまり，広く人にかかわる会計を指し，価
値創出という人的資本の機能に焦点を置き，そ
れに関連するソーシャル資本も内包することに
注目してほしい。
　人的資源会計を検討していくために，人的資
本の概念を理解する必要がある。ここで，３つ
のポイントがある。第１に，まず，経営学の中
で，人的資本は個人，組織あるいは国や経済全
体レベルで議論することができる。個人レベル
の人的資源では，従業員一人一人の知識，スキ
ル，能力などを指し，組織レベルでは，従業員
の価値創出の知識，スキル及び能力などの集合

得ず，弾力的適用と創造的調整に経営者の真価
が問われることになる 32。

Ⅳ　人的資源会計の発展のボトルネック

　1960年代から2000年代早期までの人的資源会
計研究では，人的資源の価値の可視化を目指し
て，多くの概念やモデルが提示・比較されてき
た。その黄金時代は60年代から70年代までとい
われている（Gröjer and Johanson 1998）。その
後，学界と実務の世界では，人的資源会計に対
する関心が徐々に低下し始めた。90年代になる
と，知的資本の会計と報告の台頭によって，人
的資本が知的資本の構成要素としてその重要性
が再認識されたが，人的資源会計の過去の栄光
が再現できなかった。
　Guthrie and Murthy（2009）は過去1999年か
ら2008年の10年間に人的資本の研究論文を掲載
する10種類の会計雑誌をデータベースとして分
析し，2574論文の中で人的資本会計にかかわる
ものは160編しかないこと，そのうちオースト
ラリア，ヨーロッパ大陸，北米の研究が最も多
く，アジアの研究が極めて少ないこと，理論研
究と比べ，実証研究がはるかに多いとの知見を
得た。とくに，直近の10年において，理論的に
は革新的な発展が見られず，CSRなどの動き
によって，人的資産情報の開示の量が幾分増え
たことを除いて，実務上もそれほど進んでいな
い。これには情報に対するニーズの問題もある
が，人的資本の概念の複雑さと測定の難しさが
関連していると思われる。

１．概念の多層式と価値創出のネットワーク
効果

　実は人的資源会計の発展の歴史の中で，なか
んずく英文論文の中で，人的資産会計（human 

assets accounting, HAA），人的資源会計（human 

resource accounting, HAR），人的資源原価計算
と会計（human resource costing and accoun-

ting, HRCA），人的資本会計（human capital 
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計算書でのコスト計上へ，さらには，人的資本
が内包する構成要素（能力など）の報告へと重
点シフトがみられる。この動きは，人的資本価
値と価値の変化の可視化に対する研究者と実務
家の努力を反映するものであるが，今でもこの
ような努力が実務の世界での人的資源会計の普
及と結びつけられておらず，多くの課題が残さ
れている。

２．測定・開示方法の多様性と膨大な測定指
標

　人的資源会計の中で，最も基本的な問題の一
つは，人的資源の測定のための決定的な方法と
は何かである。しかし，残念ながら，現在まで
その決定的な方法は確立されるに至っていな
い。また，人的資源管理プロセスの中での効率
性と効果の測定指標を含めて，600以上に及ぶ
測定指標が提示されているが，実務の中で統一
的な基準はなく，比較可能な情報の開示ができ
ていない状況になっている（CIPD2017b）。以
下では，まず Seivy（2010）の無形資産の測定
方法の分類法を参考して，人的資本の測定方法
を図２のように分類してみよう。
　第１セクションは，集合レベルの測定方法と
指標を示している。すなわち，人的資源全体の
金銭的価値は，主にマーケットバリュー・アプ
ローチ（MV），付加価値アプローチと，人的
資本の投下資本利益率（ROI）アプローチの３
つによって測定される。そこで使われる情報と
して，市場価値と企業の財務データの具体的な
測定方法については，ここで割愛する。
　第２セクションは，人的資源の個別構成要素
のレベルの財務的評価方法と指標である。主に
コストアプローチとユーティリティ分析があ
る。前者は特定の人的資源管理プロセス，例え
ば人材の募集，採用，研修のコストを集計し
て，開示する方法を指し，後者は投じたコスト
によって得られた効果を評価する方法である。
　第３セクションは，人的資本の管理を評価す

である（CIPD2017a）。前者を人的資本の源泉
（human capital resource），後者を人的資本
（human capital）と名付けて区別する必要があ
る（Ployhart & Moliterno, 2011）。会計は組織
レベルの問題を取り上げる。
　第２に，この組織レベルの人的資本の価値創
出プロセスは種々のネットワークと関係の中で
行われており，内部・外部関係などのソーシャ
ル資本（組織資本と関係資本とも呼ばれる）
は，一人一人の従業員や外部の知識源などとも
結びついて，既存の知識から新しい知識を創造
し，人的資本の開発と進化に重要な役割を果た
してきた（Nahapiet and Ghoshal 1998）。時に
は，ソーシャル資本を人的資本の代用指標とし
て認識し，とくにソーシャル・ネットワーク分
析は組織ネットワーク内の知識を測定・報告す
るための有用なツールともみなされている
（Hollenbeck and Jamieson, 2015）。価値創出に
おける人にかかわる資本は人的資本のみなら
ず，ソーシャル資本，あるいは組織，関係資本
も含まれている（Houghton and Spence 2016）。
人をネットワークから剥離して，その価値を測
定することは不可能と考えられている。
　第３に，90年代の中期以後，人的資本の構成
要素には，知識と能力に従業員の健康，福利，
イノベーションと創造力（Becker 1993，
Bontis et al 1999）も加えられ，さらには，従
業員が仕事にコミットする態度，経験，エネル
ギー，情熱が企業の人的資本と定義されるよう
になり，人的資本は価値創出と関連付けられ，
様々な価値ドライバーを含む概念になってきた
（Leslie A. Weatherly 2003）。このような人的資
本概念の性質によって，その測定は極めて困難
なこととなっており，様々な分野の知識が必要
とされる。
　人的資源会計の発展には，財務会計報告目的
から管理会計のマネジメント・コントロール目
的へ，貨幣的・財務的評価から非貨幣的・非財
務的評価へ，貸借対照表での価値計上から損益
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価モデルが存在するが，実際の採用が限定
的なのは，実務を行う企業側がそれらにつ
いて無知なのか，情報のメリットがコスト
と相殺するに十分合理性がないか，あるい
は組織的サポートの欠如などによるかが考
えられる（Verma and Dewe（2008）。

　③ 　また，各評価モデルについて，それぞれ
問題点が挙げられる。たとえば，人的資源
会計は，より正確な情報を通じて管理上の
意思決定を改善すると同時に，人的資源を
さらに開発するためのサポートデータを
HRマネジャーに提供することが期待され
るが，第１セクションの ROIなどの財務
的指標を用いて人間の貢献を測定すること
は，逆効果になる可能性がある（Pfeffer，
1997）。また，人的資本の構成要素レベル
の測定については，特定のマネジメントの
目的，例えば健康管理，研修などのコスト
（投資）とユーティリティ分析（第２セク
ション）は，企業の人的資本の価値変動の
一部しか反映できず，全体の変化を示すこ
とはできない （Fulmer and Ployhart 2014）。

るための間接的（そして通常は非財務的）手段
であり，人的資本の構成要素とそのマネジメン
トの効率性の指標である。近年，学術的及び経
営者の関心は，ここにシフトしているように思
われる。そこでは２種類のモデルがある。一つ
は，バランスドスコアカードおよび資産モニタ
ー，拡張パフォーマンスアカウント（EPA，
2005）などの知的資本フレームワークであり，
これらは人的資源の構成要素とマネジメントの
効率性指標の測定開示を推奨している。もう一
つは，CSRやサステナビリティ報告モデルで
あり，人権，人材の多様化，平等など人的資源
の指標の開示が求められる。
　測定にかかわる問題点は，種々の研究から指
摘されている。
　① 　どの評価方法と評価指標が適切かどうか
について，企業側の価値観の問題がある。
つまり，より経済的（人々を通しての利
益）か，より福祉指向的（利益と人々）の
いずれの視点を採用するかである（Rynes，
2004）。

　② 　人的資源会計の文献にはすでに多くの評

図２　測定・開示のアプローチと指標
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① 　バランス・スコアカード， 無形資産モニタ
ー（intangible monitor）等のフレームワーク：
学習，スキル，離職率，リーダーシップ，コ
ミットメントなどに関する指標
② 　CSR，サステナビリティに関する指標：多
様性，人権，平等，健康など

　 人的資源原価計算と会計モデル（HRCA），人
的資源会計（ユーティリティ分析），人的資源
報告（HR statement），健康報告書（Health 
statement）
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知的資産の価値創出には，経済的価値，使用価
値，社会価値の３つの側面に加え，４番目に持
続的価値の側面が存在するとの指摘がある33。
すなわち，企業内部の経営活動ではなく，大き
なエコシステム，すなわち，企業活動と社会・
環境の相互作用の中での企業の長期的価値創出
が知的資本経営にとって最も重要な側面である
（Dumay and Garamina 2013，Dumay 2016）。
性別，国籍，宗教などの差別を避け，多様な人
間に平等な機会を与え，知識と能力を持つ人材
を採用し，活用すること，また，従業員の人権
を尊重し，公平公正な労働環境を構築すること
は企業の社会的責任のみならず，人的資本のス
トックを増大させ，長期的価値創出には必要な
リスク対策でもある。したがって，今まで社会
問題として扱われてきた多様性，人権問題，従
業員の健康等の問題は，企業の持続的発展のリ
スク要因としてみられ，これらの問題にどのよ
うに対応するかは，投資者などが企業を評価す
る重要なポイントになっている。現在多くの年
金基金等は，ESGや SDGsをテーマにする投
資モデルを構築し，その結果，これらの情報に
対するニーズが増大している。
　他方，持続的発展の価値観が普及するにつ
れ，知的資産報告書，CSR報告書，サステナ
ビリティ報告，統合報告など多種多様な企業報
告が人的資源情報開示のツールとして利用さ
れ，開示の内容もますます豊富になり，相互に
オーバーラップすることが多くなっている。例
えば，人的資本情報に関して，次のように GRI

とオーバーラップする部分が確認された。
　雇用情報（国別，教育レベル別，契約の種類
別の労働力の構成）；②労使関係（良好な労使
関係は企業の責任であるとともに，従業員の創
造性活動をも促進する）；③健康と安全（労働
者の安全保証の実践と安全衛生問題の改善対
策）；④職業訓練と教育；⑤多様性と機会（従
業員に平等な機会を保証し，差別を避ける企業
の方針や実務）（Pidrini 2007）。

さらに，直接評価方法が確立されておら
ず，マネジャーの内部評価と外部関係者に
よる企業評価にあたって間接的な評価方法
の適用が増大した。しかし，あまりにも指
標が多いので，何を報告すべきかについて
の不確定性がある（第３セクション）。

　以上のように，人的資源会計の本質的な問
題，つまり概念の多階層性と価値創出のネット
ワーク効果に由来する測定の難しさによって，
伝統的領域（財務的測定）の研究の新たな展開
が困難な局面に入り，非財務的評価方法の開発
もこの問題を解決できず，財務会計と管理会計
研究，とくに前者のメインストリームから除外
されている。また，実務での普及にあたって，
測定・報告の多様性と不確定性のみならず，企
業内部の価値観，知識不足，組織の問題によっ
て，研究成果の活用は極めて少ない。一方，後
者に対する研究の欠如によって，新しい研究視
点と研究課題を提示することも困難になってい
る。人的資源会計の発展は，まさにボトルネッ
クに陥いっているといえよう。
　近年，ビジネスの世界，とくに会計の領域で
様々な変化と変革が生じている中で，企業は持
続的発展可能性に関わるリスクに晒され，それ
に伴う人間の意識の変化や技術の発展によっ
て，情報の収集・伝達のあり方も大きく変わろ
うとしている。意識の変化によって，企業の評
価視点が財務的業績から社会というエコシステ
ムの中の公正・公平・協調の実現という長期的
な成長へと移行させ，また，企業環境の変化に
ついては，AI等技術の普及により，情報の収
集，加工，伝達の方法に変化を与えつつある。
これらの変化は，人的資源会計に新たな挑戦と
発展の機会を与えることができるであろうか。

Ⅴ．人的資源会計の新たな展開について

１．新たな価値観と多様な価値観
　まず，企業価値に関する考えは，時代の変化
とともに変化している。近年，人的資本を含む
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人的資産の資産計上の議論や人的資本情報の開
示，あるいは外国の理論と制度の紹介に終始
し，自国の実践に基づいた研究とその発信は極
めて少ない。各国のコンテクストの中で，自国
文化に根差した人的資源会計の理論を構築する
ことがもう一つの大きな課題ではないだろう
か。

２．アナリティック技術の発展による挑戦と
機会

　ビジネス世界のもう一つの変化は，情報技術
の分野での技術革新によってもたらされてき
た。ロボティック・プロセス・オートメーショ
ン（RPA），AI，XBRL，Somoclo（socia l 

media, mobile device と Cloud）等の応用は会
計システムを含め，企業内部の ERP 34システム
の機能を改善し（情報収集の対象の拡大やプロ
セスの自動化），またインターネットからの情
報収集の効率向上を実現している。これは会計
情報の作成，伝達，分析と利用のあらゆる側面
に影響を与えつつある（Janvrin and Mascha, 

2014, Debreceny, 2015）。将来の人的資源会計
のあり方を考えるときに，このような技術的ト
レンドを無視することはできないであろう。
　まず，上記の先進的な情報技術の普及によ
り，企業内部のデータが豊富化し，その利用形
式 35も拡大しつつある。これまでの会計の仕組
みでは捉えきれない人的資産にかかわるデータ
をビジネス・インテリジェンス（business 

intelligence）ツールに取り込み・分析し，ま
た，それをデータアナリティックスと結びつけ
ることによって，まったく新たな知見を見出す
ことが可能になる。したがって，人的資源管理
の領域においては，データアナリティックの活
用も注目されている（CIPD2017b）。このデー
タアナリティックスの発展は，行き詰まりに陥
っているように見える人的資源会計にとっては
脅威となるであろうか，新たな飛躍の機会とな
るであろうか。

　SGDsの17の目標の中の３つは，上記の③  

すべての人に健康と福祉，⑤ジェンダー平等
の実現，及び⑧働きがいも経済成長とも合致
している。このように，人的資本測定の基本的
考えには「人を通じて

4 4 4 4 4

利益」という経済的な視
点から，「人々とともに

4 4 4 4 4 4

利益」という福祉指向
の視点へのシフトが台頭し，いまや両者の融合
化という見方が近いのではないかと考えられ
る。短期的には，両者間で矛盾しているところ
があるが，長期的には，人々の福祉と企業の財
務的価値の両立の実現が持続的価値の中で反映
される。しかし，図２で提示されているよう
に，３つのセクションにおける異なるレベルで
の600以上の指標は，どのような時間軸で，ど
のような目的で利用されるかについて，十分な
研究が行われてきたとは言えず，これは新たな
重要な課題をなすものである。
　また，企業の人的資源の価値に対する考え
は，世界で共通のものが存在するわけではな
く，多様な価値観が存在している。前述のよう
に，価値創出における人にかかわる資本は，人
的資本のみならず，ソーシャル資本，あるいは
組織，関係資本も含まれている（Houghton 

and Spence 2016）。これらの資本の形成と蓄積
は，各国の社会，文化，歴史の中から創出され
ている。同じように「人間こそわれわれの最も
重要な資産」と主張しても，労使関係，従業員
の雇用，教育，評価方法について，西洋と東洋
とで大きな違いが存在する。従業員の幸福，エ
ンゲージメント，文化なども人的資本の構成要
素に含まれることによって，人的資本の評価に
は重要指標が異なるのみならず，企業が人的資
源会計の成果を活用するにあたってもその行動
も異なる。サステナビリティを重視する企業価
値評価が世界中で広がる中，個々の国と企業文
化の中で発展してきた特有な現象も人的資源会
計研究の不可欠な部分と考えられる。とくに日
本では，これまで本格的な人的資源会計の研究
はほとんど行われてきていない。多くは従来の
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パターンや相関関係を解明することによって，
今まで発見し得なかった新しい知見を見出いだ
す方法である。前者は，これまでの会計の得意
な分野であり，それに対して，後者は，データ
アナリティックスの優れたところである。デー
タが溢れる時代になると，両方の協力によって
経営者や投資者，あるいは研究者などの利用者
は，それぞれの課題によりよい答えを効率的に
提出することが期待される。したがって，人的
資源会計の領域のデータアナリティックスの活
用には，まず利用者が良質なクェスチョンを提
示ことができるかどうかが，最も重要なことで
ある。これは実務家にとっても，研究者にとっ
ても同様である。価値ある課題が明確でなけれ
ば，結局，その後の分析等は無意味なことにな
る。
　CIPD（2017c）の報告では，人的資源会計の
研究は，表面的かつ質の低い研究が多いと指摘
された。それは研究方法に問題があるが，最も
深刻な問題は研究課題の質である。新しい視点
と切り口から現在まで解決できていない問題を
分析するか，まったく新しい課題を提出するこ
とが，ある領域の研究を推進するために不可欠
である。しかし，この新しい視点，切り口，あ
るいは課題を見出すためには，実務の世界では
何が起きているか，どのような人的資源の測定
モデルと指標が実際に使われているか，それは
なぜか，企業が人的資源に対してどのような考
えを持っているか，価値創出の決定的要因は何
か等について，よく調査し，分析し，理解しよ
うとしなければ，実現困難であろう。人的資源
会計研究の黄金時代に，多くの理論モデルが構
築された。これは過去の実践とそれに基づいた
整理，総括，創造によるものであった。新しい
理論研究と実証研究は，研究者と実務の世界の
対話を出発点としなければならない。人的資源
データアナリティックスは，人的資源会計の実
務と研究に大きなチャンスを提供しているが，
これを掴めなければ，人的資源の価値の可視化

　この問題に対する回答は，２つの相関連した
問題とも関係すると思われる。一つの問題は，
データを使いこなすことができるかどうかとい
う問題である。人的資源にかかわるデータは，
財務的項目と非財務的項目，形態上は構造的な
ものと非構造的なものの２種類があり，業務プ
ロセスに跨ったデータの収集が実現できる
ERPシステムの構築は，企業内部の人的資源
管理と会計の両部門に同程度のデータの利用可
能性を提供している。従来の会計は，財務デー
タの収集・活用が支配的であったが，人的資源
のデータアナリティックスは，非財務的・非構
造的データの利用も会計の意思決定の改善に有
用なツールになりうる。会計部門の担当者がデ
ータアナリティックスの知識を持っているかど
うかは，この技術的発展が人的資源会計に対し
て新たな機会となるか否かを決める。多くの会
社では，データアナリティックスの失敗は，イ
ンフラの失敗ではなく，マネジメントの問題で
ある。この機会を活かすかどうかは，会計専門
家と専門部署が積極的に新しい技術を理解し，
把握・活用するかどうかにかかっている。ま
た，研究者によって，新しい技術を用いた新し
い研究手法によって，過去データの入手可能性
が制限された研究について，新たな展開の可能
性も増大してきた
　また，データアナリティックスの活用には，
もう一つの問題がある。つまり，どのような問
題意識をもってデータを活用するか。データの
応用について，個別のデータそのものは意味が
なく，データから得られる知見，示唆，及び利
用者の課題に対する回答こそが本当に必要なも
のであるからである（AI-Htaybat and Alberti-

Alhtaybat 2017, Richins et al. 2017）。人的資源
にかかわるデータの活用には，２つのアプロー
チがある。一つは，問題と仮説から出発点し
て，最も重要な意義を持つデータを選別し，利
用者の目的に沿って効率的に答えを提供する方
法であり，もう一つは，大量のデータからその
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が，人的資源会計研究に新たな方法を提供し，
データを使いこなすことができるかどうか，ま
た新しい視点，切り口，新しい課題を見つけら
れるかどうかは，この分野の発展を大きく左右
すると思われる。概して，人的資源会計は，本
質的には会計研究の中で学際的かつ多目的な領
域である（Guthrie and Murthy 2009）。新たな
時代を開拓するために，会計専門家と研究者が
新しい技術を積極的に修得することが求めら
れ，学術の世界と実務の世界の深い会話が不可
欠である点を指摘しておきたい。

注⑴　Flamholtz, E. (1974), p.174.
⑵　たとえば，次を参照されたい。Theeke, H.A 

(2005), pp. 41-50 ;  Arkan, T. (2016), pp. 175-
177 ;  Flamholtz, E. (1999), pp. 1-5.

⑶　Johanson, U. et al (1998), pp. 19-20.
⑷　Theeke, H.A. (2005), pp. 42-43 ;  Flamholtz, E. 

(1999), pp. 19-20.
⑸　Flamholtz, E. (1999), p. 2.
⑹　Theeke, H.A. (2005), pp. 44-45.
⑺　Johanson, U. et al (1998), p. 15 ;  Theeke, H.A. 

(2005), p. 44.
⑻　Theeke, H.A. (2005), p. 45.
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⑾　Arkan, T. (2016), p. 177.
⑿　本稿Ⅳ以下を参照されたい。
⒀　Johanson, U. et al (1998), pp. 19-20.
⒁　たとえば，次を参照されたい。Olsson, B. 
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という分野では，会計専門家が他の分野の専門
家にとって代わられる可能性すらある。

お わ り に

　人的資本の重要性は18世紀に経済学者アダ
ム・スミスによって認識され，その後，経済
学，経営学，会計学の分野では人的資源をいか
に測定・管理し，その効果を開示するかの研究
が行われてきた。人的資源に関する本格的な会
計研究は60年代から始まり，その後，繁栄期，
停滞期，転換期を経て，いまや新しい時代に入
りつつある。歴史的展開の中で，人的資源の概
念に対する理解を深め，人的資本をソーシャル
資本から切り離して価値測定を行うことが不可
能であること，90年代の中期以後，人的資本の
構成要素には，知識と能力に加え，従業員の健
康，福利，創造力，従業員が仕事に投じる態
度，経験，エネルギー，情熱など様々な価値ド
ライバーが含まれることが明らかになった。ま
た，それにより，伝統的会計の測定と報告アプ
ローチ（図２の第１と第２セクション）がもの
足りなくなり，非財務的，構成要素レベルの第
３セクションのアプローチが研究者の現時点で
の関心を引き起こした。しかし，現時点でも決
定的な方法が確定されておらず，実務での適用
も限定的である。その意味では，人的資源会計
の研究には新しい理論と方法論の展開が見られ
ず，まさに行き詰まり状態に見える。
　現在，国連の SDGsが世界的に広く受け入れ
られ，多様性価値創造が叫ばれ，短期と長期の
複数の時間軸で経済的価値，使用価値，社会価
値および持続的価値の様々な側面から人的資源
の評価指標の見直し，また，人的資本を個々の
国の文化の中で発展してきたソーシャル資本と
結びつけて自国の人的資本会計理論を構築する
ことが新しい挑戦的課題となっている。他方，
技術的側面では，ビッグデータとそれを活用す
る AIなどによって，経営環境が著しく変容す
ることが予想される。人的資源アナリティック
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